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企業税務研究部会
企業税務実務家のための業種を超えた人脈

および情報のハブ＆スポーク

経済及び経営環境のグローバル化に伴い、企業税務を取り巻く環境は複雑化・高度化しております。こうした環境下、
企業において税務部門の果たすべき役割とその責任はますます重くなっております。本部会では企業税務担当管理職
の方（役員、部長、室長、課長、マネージャーなど）を対象に、業種を超えた実務家同士ならではの率直な知見・体験の
交流を通じたネットワークを基盤として、自社及びご自身の課題を解決して頂くことを目的とします。企業税務実務家
同士の本音の意見及び情報交換の場として、本部会をご活用頂けましたら望外の喜びでございます。
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●毎回の実践的な講演・発表により企業税務実務知識の習得ができ、さらに後半のグループディスカッション及び分
科会活動、並びに、合宿研究会等で築き上げた企業税務実務家同士のネットワークを通じて、自社及びご自身が抱え
ている課題解決への糸口が見つかります。

●グループディスカッション及び分科会活動、さらにメンバー限定のメーリングリストをご利用頂くことにより、税法
等改正に対する実務上の対応策についてご相談したいとき、ちょっとした業務上のお悩みでアドバイスが欲しいと
きなどに、問題解決へのヒントが得られます。
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ご講演者：ソニー株式会社 グローバル経理センター コーポレート税務企画部 統括部長
          Region Head of Sony Global Tax Office (GTO) Tokyo

■背景、考え方  ■実際の取組み  ■税務組織体制、変遷
■税務コンプライアンス、税務ポリシー  ■税務部門の人材育成

テーマ：『ソニーのグローバル税務の取組みと税務人材の育成』
2021年3月23日㈫  14：30～17：00第 １ 回 例 会

竹中  英道 氏

1990年 ソニー株式会社 財務部入社。2度の欧州勤務（独/英）を経て2007年より税務部に異動。2015年よりソニーグループの機能別税務組織
（GTO） 東京オフィスのRegion Head。  2017年より現職。電子情報技術産業協会（JEITA） 財務税制委員会 委員長、日本機械輸出組合 国際税
務研究会 副座長、経団連 税制委員会企画部会 委員 等 歴任  福井県出身。
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ご講演者：キヤノン株式会社 経理本部 経理部税務会計課長

テーマ：『キヤノンのグローバル税務の取組みと税務人材の育成』
2021年5月11日㈫  14：00～17：00第 ２ 回 例 会

村本  昌男 氏

1993年  キヤノン株式会社入社  会計課
1999年  映像事務機本部（工場、事業本部）
2004年  ドイツ生産子会社（キヤノンギーセン）経理課長

2011年  税務会計課  課長代理
2013年  税務会計課  課長
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※第3回以降は、幹事、メンバー各位のご意向や研究テーマの例示を踏まえ、内容を決定して参ります。
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税務部門、経理、
財務部門のマネジャー
および担当者

■ゲスト講演  または
　メンバー事例発表を受け、
　講演者・発表者との意見交換
■企業税務実務について
　課題・問題意識の共有

■講演者・発表者を
囲んでグループディスカッション

■参加企業同士の事例の共有

■実務家同士の人脈形成



前期メンバー企業
●株式会社荏原製作所
●協和キリン株式会社
●国際石油開発帝石株式会社
●埼玉学園大学大学院
●株式会社資生堂
●住友金属鉱山株式会社

●住友重機械工業株式会社
●第一三共株式会社
●武田薬品工業株式会社
●TDK株式会社
●テルモ株式会社
●東京応化工業株式会社

●凸版印刷株式会社
●日産自動車株式会社
●日本たばこ産業株式会社
●株式会社ブリヂストン
●古河電気工業株式会社
●株式会社ベネッセホールディングス

●株式会社Mizkan Asset
●ヤマハ発動機株式会社
●YKK株式会社

幹事体制
運営幹事：
TDK株式会社  経理・財務本部  税務部  部長 林  秀博 氏
テルモ株式会社  税務部  部長 鶴巻  一雄 氏
日産自動車株式会社  財務部税務グループ主幹 松尾  壮一郎 氏
株式会社ブリヂストン 税務部長 大国 寛登 氏
　他  数名予定

研究協力委員：
埼玉学園大学  大学院教授・税理士 望月  文夫 氏

前期ご参加メンバーの声
税務パーソンの研究・交流の場
  第一線で活躍している税務責任者と各課題について情報・意見交換し見識を深め、時には愚痴を言い合う交流の場が企業税務部会です。毎月1回
の定例会と合宿研修を中心に活動しております。ゲスト講演者として企業の税務実務家、税理士・弁護士などの専門家をお招きし「理論から実践ま
で」幅広いテーマを議論しています。特に多様な背景をもとにした実例研究は、自社の直面している課題解決への一助になるとともに自身の視野を
広げることに役立ちます。また同じ税務パーソンとして課題に取り組む仲間との人的ネットワークは、かけがえのない財産となります。
  第12期も引き続き、より多くの皆さまにご参加いただき、刺激し合う有意義な議論ができることを楽しみにしております。

（機械メーカー  税務担当者より）

年間日程 2021年3月～ 2021年9月を予定 第12期 企業税務研究部会 検  索

第１回例会

3/23
（火）

第４回例会

7/6
（火）

第６回例会

9/7
（火）

第７回例会

10/5
（火）

第５回例会

8/3
（火）

第９回例会

12/7
（火）

２
０
２
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年

２
０
２
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第３回例会

6/8
（火）

第２回例会

5/11
（火）

第８回例会

11/2
（火）

第10回例会

1/18
（火）

※開催時間は原則として15:00～18:00を
予定しております。

※４月以降の開催日程・時間は、講師のご
都合、その他事情により変更となる場合
がございます。予めご了承下さい。

■Zoom、Teamsご利用に際しての留意事項
●受講に際して送付されたURLのみをご利用下さい
●受講用のURL、ID、パスワードの転送等には十分ご留意下さい
●受講に際してはご参加各位の属する企業・事業体規約の順守・承諾及び
ご自身の責任でのご利用をお願い致します。

■申込方法
以下の方法でお申し込みください。
Web：ホームページよりお申し込みいただけます。

■お申し込み・お問い合わせ
一般社団法人 企業研究会  第2研究事業グループ
担当：宇田川   E-mail：udagawa@bri.or.jp
TEL：080-1393-5594（宇田川）  TEL：03-5215-3511（代表）
〒102-0083  東京都千代田区麹町5-7-2  ＭＦＰＲ麹町ビル2F
※お問い合わせは①メール②携帯電話の順でお願い致します。

■参加費／１名様

※本登録のメンバーの方がご欠席の場合、他の方に代理出席いただけます。
※やむを得ずどなたもご出席いただけない場合は、後日例会日の資料をお送りさ
せていただきます。

※分割請求（2部分割、月割など）やお支払い時期のご相談についても承りますの
で、お気軽にご相談下さい。

●本研究会は従来は会場での開催を原則としておりましたが、今般のコロ
ナウイルス感染拡大による『出張制限』や
『社外会合参加規制』等の現状を踏まえまして、当面オンライン開催とさ
せていただきます。
（オンライン・会場参加によりご参加費用に変更はございません。）
ツールはZoomまたはMicrosoft Teamsを使用することを原則と致し
ます。

第12期 企業税務研究部会 検  索

当会会員 286,000円 一  般 319,000円
（本体価格 260,000円） （本体価格 290,000円）

参加要領参加要項（価格等申し込み欄） 【事業コード：200312】

研究テーマ  メンバーのご要望に沿って順次決定します。※ここに記載したテーマはあくまで一例になります。

■経営に貢献する税務部門の在り方、税務戦略の立案・実
行、経営戦略へのビルトイン

■経営に対するプレゼンス向上策、全社への啓蒙と風土醸成
■BEPSをめぐる最新動向（マスターファイル、ローカルファ
イル、CBCレポートなど）

■移転価格ポリシーの構築、IP移転における留意点など
■IFRSと税務、タックスプランニングの検討など

■税務リスク（カントリーリスク、為替リスク、訴訟リスク・
コストなど）の事案の研究

■コンプライアンス、コーポレートガバナンスと税務
■最新の税務訴訟案件の分析と研究

■各種法制度の改正等への対応
（外国税額控除、CFC 税制、移転価格税制、過小資本税
制、租税条約、現地各国税制など）

■移転価格課税対策（文書化、APA、調査、異議申立、訴訟など）
■実効税率の低減策、優遇税制の活用、税金キャッシュフローの管理など
■無形資産にかかる税務、IGSへの実務的な対応
■事業再編・M&Aの際の留意点と価値評価
■他の部門等（事業部門、現地法人、人事部門など）との役割分担と連携策
■業務プロセスのシステム化・業務効率化・見える化、
　アウトソーシング・専門家の活用の検討
■税理士法人、弁護士事務所、コンサルタント等との
　最適なリレーションシップの在り方
■税務調査対応

1. 経営と税務戦略 2. 税務リスクマネジメント 3. 税務実務

■グローバル全社最適な税務管理体制の構築（持株会社・
統括会社の活用含めて） 

■税務部門人材の採用、育成、処遇・評価、ローテーションなど

4. 組織体制の整備と人材マネジメント
■中国、BRICS、その他新興国の税務
■今後の税制改正要望によせた議論

5. その他


